
《事業目的》

《事業開始の背景》
《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること

《事業概要》

事業の主な要件
・既存事業の振替でない

・人件費割合１/２以上

《事業展開の留意事項》 ・建設・土木事業でない

　　

《成果指標》
24 25 26

緊急雇用創出事業 （とりまとめ総括表）

実績
③

目標

実績

　
実績 395 70

②
目標

① 新規雇用人数 人
目標 355 68

雇用及び就業の機会を緊急かつ臨時的に創出して失業者等の生活の安定を図るため

　
　○震災等緊急雇用対応事業
　　・地域雇用創出支援事業　・被災地支援アンテナショップ運営事業
　　・放射性物質簡易測定事業　・生活再建住宅支援事業
　　・災害時要援護者等支援事業　・被災者等生活相談支援事業
  ○生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業
     ・高齢者技能活用事業　・小さな百貨店事業
　

項 目 単位 区分 年度(実績) 年度(見込) 年度(計画)

市民参画の有無 〕

一般財源 104
雇用の創出

地方債

その他

財
源
内
訳

国県支出金 87,995

26 年度

事 業 費
88,099

25 年度 当初(現計) 補　正 25 年度
年度 ～ 平成 26 年度〕

商工労政課 久保田謙一 388

事業
期間

単年度繰返 期間限定 〔平成 24

担当課(機関) （内線）

一般 05 01 02 0407 緊急雇用創出事業 しごと 商工観光部

〕

担当係長会計 款 項 目 事業ｺｰﾄﾞ 事業名 分 野 担当部(機関)

平成 25 年度 事務事業マネジメントシート 〔

〔 対象外

事後評価

                       

②生涯現役・全員参加・世代継承型 

雇用創出事業 

7,040千円（2事業、新規雇用数2人） 

国 県 

２５億 

２１.４億 

１０.９億 

４１億 

１０.５億 

基金 

市町村 

H24までの残分 H25追加分 

県南振興局配分予定額 

６６億 

H24までの残分 H25追加分 

市町村配分予定額 

積立 

取崩 
補助 

補助 

雇用の創出 

①震災等緊急雇用対応事業 

80,956千円 

（6事業、新規雇用数68人） 

若者、女性、高齢者、障害者が活

躍できる雇用機会を創出する事業 

H24～26まで 

3年継続可 

緊急雇用創出事業 

87,995千円（8事業、新規雇用数70人） 

被災者の支援（相談業務など）、復旧

復興に対応する業務を行う事業 

H24に開始⇒H25まで 

H25に開始（新規事業）⇒H26まで可 

※直接雇用はH25まで 



《環境変化、意見・要望》…環境変化はないか？　意見や要望が寄せられていないか？

 公共関与の妥当性
妥当である

見直し余地がある

妥当でない

 成果の向上余地
向上余地がある

向上余地がない

《事業概要》…上記目的を実現するための事業手法を記載すること  事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

 受益と負担の適正化余地
受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

適正である

〔 〕
共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

後援・協賛 補助・助成 委託 《総合評価》…上記評価結果の総括

24 25 26

24 25 26

緊急雇用創出事業

震災等の影響による失業者を支援するため、民間企業等に事業委託等を行うことによって、新た
な雇用創出が図られた。

（とりまとめ附表）

1-5

特になし

平成 25 年度 事務事業マネジメントシート 〔 事後評価

緊急雇用創出事業

会計 款 項 目 事業ｺｰﾄﾞ 事業名

〕

雇用の創出

有
効
性

目的

一般 05 01 02 0407

地域資源の連携強化で産業振興の
まちづくり

雇用サポート体制の拡充による雇
用促進

就労機会の場の提供を継続することで、雇用創出が拡大する。

対象 失業者

意図 短期的に就業できる

目
的
妥
当
性

国、県及び市と連携した一体的な事業である。

総合
計画 1

施　策

効
率
性

委託内容等に応じた必要最小限の事業費であり、削減の余地はな
い。　

　○震災等緊急雇用対応事業
　　・地域雇用創出支援事業　・被災地支援アンテナショップ運営事業
　　・放射性物質簡易測定事業　・生活再建住宅支援事業
　　・災害時要援護者等支援事業　・被災者等生活相談支援事業
  ○生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業
     ・高齢者技能活用事業　・小さな百貨店事業
　

公
平
性

失業者全てを対象とする事業であるため、適正である。

市民参画の有無 対象外

政　策

市民協働
の形態

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 年度(実績) 年度(実績) 年度(計画)

① 事業数 事業
計画 38 8 　
実績 38 8

②
計画

実績

③
計画

実績

成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分 年度(実績) 年度(実績) 年度(計画)

① 新規雇用人数 人
目標 355 68 　
実績 395

②
目標

実績

③
目標

70

目標値より高い 概ね目標値どおり 目標値より低い
要因分析

緊急雇用創出事業の対象要件が限定されたことにより、対象可能事業及び雇用人数が減少してい
るが、目標値どおりである。

実績

達成度


